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Ⅰ．は じ め に

平成30年度診療報酬改定項目が決定し，政府の﹁薬
剤耐性（AMR）アクションプラン﹂を推進する内容
で感染症に関連する改定も盛り込まれた。

Ⅱ．薬剤耐性（AMR）対策アクションプランとは

病原微生物に対する抗微生物薬は，ヒトの医療のみ
ならず畜産等の動物の分野にも多大な恩恵をもたらし
たが，その使用増大とともに多種の薬剤耐性（antimi-
crobial�resistance：AMR）が増加することとなった。
一方で，新たな抗菌薬の開発は減少傾向にあることか
ら，AMR対策は大きな危機感を持って取り組むべき
国際的な課題となった。
2015年，世界保健機関（WHO）における﹁薬剤耐
性に関する国際行動計画﹂の採択を受け，わが国にお
いても2016年﹁薬剤耐性（AMR）対策アクションプ
ラン2016︲2020﹂が公開された。このアクションプラ

ンには，６つの分野についての目標や戦略が盛り込ま
れ（表１），厳しい成果指標も設定された（表２）。

Ⅲ．平成30年度診療報酬改定におけるAMR対策

医療現場におけるこれまでの薬剤耐性（AMR）対
策は，医療施設の感染管理や院内感染サーベイランス
事業を中心に行われ，保険診療の中では，インフェク
ションコントロールチームの活動等が診療報酬加算や
施設基準に組み込まれてきた。平成30年度の診療報酬
改定では，抗菌薬適正使用をさらに推進する項目が追
加された。

１．感染防止対策加算における，抗菌薬適正使用支援加

算の新設

算定要件は，院内に抗菌薬適正使用支援チーム（an-
timicrobial�stewardship�team：AST）を設置し，感
染症治療の早期モニタリングとフィードバック，微生
物検査・臨床検査の利用の適正化，抗菌薬適正使用に

平成30年度診療報酬改定からみた，
わが国の薬剤耐性（AMR）対策の推進

表１　AMR対策アクションプランの項目
分野 目標

１ 普及啓発・教育 薬剤耐性に関する知識や理解を深
め，専門職等への教育・研修を推進

２ 動向調査・監視 薬剤耐性および抗微生物剤の使用量
を継続的に監視し，薬剤耐性の変化
や拡大の予兆を適確に把握

３ 感染予防・管理 適切な感染予防・管理の実践により，
薬剤耐性微生物の拡大を阻止

４ 抗微生物剤の適正使用 医療，畜水産等の分野における抗微
生物剤の適正な使用を推進

５ 研究開発・創薬 薬剤耐性の研究や，薬剤耐性微生物
に対する予防・診断・治療手段を確
保するための研究開発を推進

６ 国際協力 国際的視野で多分野と協働し，薬剤
耐性対策を推進

表２　AMR対策アクションプランの目標値（ヒト）
ヒトの抗微生物剤の使用料（人口千人あたりの一日抗菌薬使用料）

指標
2020年

（対2013年比）
全体 33％減
経口セファロスポリン，フルオロキノロン，
マクロライド系薬

50％減

静注抗菌薬 20％減
主な微生物の薬剤耐性率（医療分野）

指標 2014年
2020年
（目標値）

肺炎球菌のペニシリン耐性率 48％ 15％以下
黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率 51％ 20％以下
大腸菌のフルオロキノロン耐性率 45％ 25％以下
緑膿菌のカルバペネム耐性率 17％ 10％以下
大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 0.1～0.2％ 同水準
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係る評価，抗菌薬適正使用の教育・啓発等を行うこと
による抗菌薬の適正な使用の推進を行っていること。

２．小児科外来診療料および小児かかりつけ診療料にお

ける，小児抗菌薬適正使用支援加算の新設

抗菌薬の適正使用に関する普及啓発に努めているこ
となどを算定要件とするとともに，抗菌薬の適正使用
に関する説明を行った場合の加算を新設した。
算定要件は，急性上気道感染症または急性下痢症に
より受診した小児であって，初診の場合に限り，診察
の結果，抗菌薬投与の必要性が認められず抗菌薬を使
用しないものに対して，抗菌薬の使用が必要でない説
明など療養上必要な指導を行った場合に算定する。な
お，基礎疾患のない学童期以降の患者については，﹁抗
微生物薬適正使用の手引き﹂に則した療養上必要な説
明および治療を行っていること，とされている。
2017年公開された，基礎疾患のない学童期以降の小
児と成人を対象とした﹁抗微生物薬適正使用の手引き�
第一版﹂には，特に適性に使用してほしい﹁急性気道
感染症﹂と﹁急性下痢症﹂についての診断・治療手順
や，抗菌薬の処方について患者や家族に説明する際の
ポイントなどがまとめられた。﹁感冒には抗菌薬投与
を推奨しない﹂ことが明記されている。

３．地域包括診療料および薬剤服用歴管理指導料について

抗菌薬の適正使用に関する普及啓発に努めているこ
となどを要件とする。

４．歯科医療機関における院内感染防止対策を推進する

観点からの見直し

初診料および再診料の引き上げに際して，院内感染
防止対策に関する施設基準を新設。

Ⅳ．お わ り に

AMR対策における制度の充実は徐々に図られてい

るが，医療従事者や産業各分野だけでなく，国民全体
のアクションプランへの理解・参加が強力な推進力に
なると考える（図）。また，近年導入された小児用ワ
クチンによって侵襲性細菌感染症が激減していること
からみても，AMR対策アクションプランの﹁感染予
防・管理﹂の戦略として，予防接種は非常に有効な手
段であることには異論がないであろう。
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図　AMR対策ポスター
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